








































































































































































































































































































































8  平成20年改正法35条の3の10 ～ 16参照。
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学習院法務研究第 6 号（2012 年）
と一体となって無効となるような特段の事情があるとはいえないと判断した
ことは適切であった。クレジット契約は、確かに決済手段という面はあるも
のの、決済の必要がなくなると目的を失って失効すると考えるのはあまりに
一面的に過ぎず、クレジット契約の効力が否定されるのは、あくまでクレジッ
ト業者に何らかの責任がなければならないという方向性は、維持されるべき
である。
ただ、具体的にどのような場合に特段の事情があるといえるかについては
未だ不明確である。また、公序良俗違反とは別の事由で売買契約の効力が否
定される類型に本判決の射程がどう及ぶか等についても今後の事案の集積を
待つ必要がある。それとともに、今後は、包括信用購入あっせんのケースも
踏まえて、不法行為を根拠とした既払金相当額の支払請求がどのような場合
に可能となるかについても注目すべきと思われる。
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